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議　　　　案

予　
算

議第１号 令和４年度三条市一般会計予算 461億3,700万円（対前年度比2.6％減）
総務文教常任委員会 
市民福祉常任委員会 
経済建設常任委員会

○ ○ × ○ ○ ○ ○ 原案
可決

議第２号 令和４年度三条市国民健康
保険事業特別会計予算 84億3,860万円（対前年度比0.0％） 市民福祉常任委員会 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 原案

可決

議第３号 令和４年度三条市後期高齢者
医療特別会計予算 12億2,550万円（対前年度比3.9％増） 市民福祉常任委員会 ○ ○ × ○ ○ ○ ○ 原案

可決

議第４号 令和４年度三条市介護保険
事業特別会計予算 98億6,470万円(対前年度比5.2％減） 市民福祉常任委員会 ○ ○ × ○ ○ ○ ○ 原案

可決

議第５号 令和４年度三条市勤労者福祉
共済事業特別会計予算 2,210万円（対前年度比3.8％増） 経済建設常任委員会 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 原案

可決

議第６号 令和４年度三条市水道事業
会計予算

収益的支出　20億4,161万2,000円(対前年度比2.0％増）
資本的支出      5億8,173万7,000円(対前年度比26.1％減） 経済建設常任委員会 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 原案

可決

議第７号 令和４年度三条市下水道事業
会計予算

収益的支出　22億6,261万3,000円(対前年度比3.1％減）
資本的支出　30億8,793万5,000円(対前年度比1.5％減） 経済建設常任委員会 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 原案

可決

議第８号 令和３年度三条市一般会計
補正予算

国の補助金を受け、離婚等により子育て世帯への臨時特別給付金
を受け取っていない者等に対し給付金を給付するほか、まん延防
止等重点措置の延長に伴う営業時間短縮の要請に協力した飲食
店等への協力金の給付、今冬の降雪に伴い不足が見込まれる除排
雪経費について、必要な予算措置を行うもの
補正額　            7億2,654万円
補正後の額　546億2,899万3,000円

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 原案
可決

議第９号 令和３年度三条市一般会計
補正予算

国の補正予算に伴う交付金等を活用して行う道路改良事業や消
雪施設整備、大規模盛土造成地の変動予測調査に要する経費の
ほか、保育士等の処遇改善に係る経費などについて、必要な予算
措置を行うもの
補正額　          36億8,848万5,000円
補正後の額    583億1,747万8,000円

総務文教常任委員会 
市民福祉常任委員会 
経済建設常任委員会

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 原案
可決

そ
の
他

議第10号 辺地総合整備計画の策定に
ついて

中浦地域における公共的施設整備に関する財政上の特別措置を
受けるため、辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の
特別措置等に関する法律の規定に基づき、同地域に係る辺地総合
整備計画を策定するもの 
計画期間：令和４年度から令和６年度まで

市民福祉常任委員会 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 原案
可決

議第11号 辺地総合整備計画の変更に
ついて

令和３年度に策定した早水辺地に係る辺地総合整備計画につい
て、公共施設等の整備計画の内容を変更するもの 市民福祉常任委員会 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 原案

可決

議第12号 三条市過疎地域持続的発展
計画の変更について

令和３年度に策定した三条市過疎地域持続的発展計画について、
新たに事業名（施設名）等を追加する変更を行うもの 市民福祉常任委員会 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 原案

可決

条
例

議第13号 三条市個人情報保護条例の
一部改正について

独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律の
廃止に伴い、規定の整理を行うため、必要な改正を行うもの 
施行期日：令和４年４月１日

総務文教常任委員会 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 原案
可決

議第14号 三条市職員の育児休業等に関す
る条例の一部改正について

国および新潟県が非常勤職員に係る育児休業等の取得要件を緩
和することなどから、本市においてもこれに準じ、必要な改正を行
うもの 
施行期日：令和４年４月１日

総務文教常任委員会 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 原案
可決

議第15号 三条市国民健康保険税条例の
一部改正について

地方税法等の一部改正に伴い、本市においてもこれに準じ、必要
な改正を行うもの 
施行期日：公布の日等

市民福祉常任委員会 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 原案
可決

議第16号 三条市手数料条例の一部改正
について

地方公共団体の手数料の標準に関する政令の一部改正に伴い、同
政令に基づき定めている手数料について、必要な改正を行うもの 
施行期日：令和４年４月１日

総務文教常任委員会 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 原案
可決

議第17号 三条市妊産婦医療費助成条例
の一部改正について

妊産婦の疾病の早期発見と早期治療を促進するとともに経済的
負担の軽減を図るため、妊産婦医療費の助成額を拡大すること、
また、受給者の利便性を向上させるため、助成を現物給付で実施
することから、必要な改正を行うもの 
施行期日：令和４年10月１日

総務文教常任委員会 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 原案
可決

議第18号 三条市老人福祉センター条例
の一部改正について

三条市老人福祉センター栄寿荘について、浴室の利用者が少なく
今後も向上が見込み難いことから、浴室を廃止するため、必要な改
正を行うもの 
施行期日：公布の日

市民福祉常任委員会 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 原案
可決

議第19号 三条市都市公園条例の
一部改正について

三条市かわまち交流拠点施設の効率的な活用を図るため、同施設
の会議室を有料公園施設に加えることから、必要な改正を行うもの 
施行期日：公布の日

経済建設常任委員会 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 原案
可決

議第20号
三条市消防団員の定員、任免、
給与、服務等に関する条例の
一部改正について

消防団を中核とした地域防災力の充実強化を図るため、団員の報
酬等の基準を見直し、処遇の改善を図ることから、必要な改正を行
うもの
施行期日：令和４年４月１日

総務文教常任委員会 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 原案
可決

ここでは議会にまつわる豆ちしきを掲載しています。参考にしてください。

上の表は各議案についての賛否一覧を掲載しています。
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○ : 会派の代表者令和 4年 3月定例会現在
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